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（１）はじめに
今紹介頂きました山本です。
私の専門は冶金学（金属材料）です。私の恩師が物理の専門でしたので最初は物理を学び、その後材料を経て最近20年間は環境問題に取組んでおり、環境関連学会の会長も勤めています。

本日皆さんに申し上げたい事は環境問題、温暖化問題、資源問題は非常に深刻で一般の人が予想している以上のものになっています。人類に残された時間は残り10～20年程度という共通認識に

なっています。

先ほど紹介もありましたが、私は「温暖化地獄」というタイトルの本をNO.1とNO.2の2冊執筆しました。但し本屋に行くと私の本の隣に、環境問題はなぜこうも嘘がまかり通るのか、

というようなテーマの本が私の本を挟んで両隣に並んでいます。本日は私の本に対する批判が何故間違っているのかは一つ一つ解説はしませんが、温暖化地獄ということを結論付けられる証拠が沢山あり、それは世界の多くの科学者が収集したデータに基づいています。従って一人や二人が批判したところで覆す事は出来ません。更に困っているのは、影響力の強い著名な先生方が地球温暖化論は間違っているかの様な理屈を展開している事です。温暖化に関するデータはIPCCという国連の下部組織が莫大な時間を使って出した結論であり、素人が逆立ちしても敵わないほどのものです。懐疑論者が持ち出しているのは単に重箱の隅をつつく様な話で、人為的地球温暖化論にとって代わる別の新しいモデルを展開している訳ではないのです。

（２）経済の根本的改革を
非常に厳しい状況だがこれらをどう突破するか、これは一口で言うとグリーンビジネスとグリーンニューディールで対抗するしかありません。その根幹は経済のあり方を根本的に変えなければいけないという認識になっています。これはグリーン革命とも言われており、トマス･フリードマンも同様の事を主張しています。本日はこの辺りを中心に話を致します。
本日の要旨は次の3点です。

①地球の温暖化は加速している。Point of No Returnだとかいろいろな表現はあるが、いずれにしても危機的状況である。

②温暖化は先の問題ではなく、既に悪い影響が顕在化しており、それはいってみれば地獄の状態である。一例をあげると今年オーストラリアで40～50℃の熱波に見舞われ、死亡者も出ている。更にダーレイマーリング盆地は灌漑農業の地域であるが、ここは12年に

　渡る大干ばつで農民自殺も出ている状況。当時のハワード首相は温度上昇を軽視していたが、さすがに農民の自殺が相次いだ事で総選挙に負けて、労働党のラッド首相に交代せざるを得なかった。既に世界各地で地獄の様相を呈している。
③残された時間は10～20年。この間無為無策でいると長期的将来に大変な事を引き起こしてしまう。それが国際社会の共通認識となっている。　 

　つまり直ちにグリーン革命、人口の抑制等を実施しないと、問題解決にはならない。
　フリードマンが「グリーン革命」という本の中で言っている事は、「アメリカを再生させ　　　　るには2つの模範があり、1つは公民権運動でありもう1つは国家総動員令であると。

公民権運動から学ぶ事は法律の制定です。例えば、米国の黒人差別問題は法律の制定

により解決できました。今回のグリーン革命においても、経済･社会のルールを変えないと解決にはなりません。環境税であったり、排出権取引であったり、さまざまな法律を一斉に変えねばなりません。

また国家総動員令はMobilization　Solutionと言われていますが、第二次大戦時に日本がパールハーバーを攻撃した時には、全米の航空機生産機数はせいぜい数百機でしたが総動員令により生産能力を数年で数万機に増やしたと言われています。GM.フォ－ド等は車の代わりに戦車を作る様になりました。元副大統領のアル･ゴア氏やフリードマン氏

等が主張しているのは、総動員令規模の事をしないと問題解決にはならない、つまりこれは一言で言うと気候戦争（Climate　War）であると言っています。この戦争に勝つためには基本法の制定と総動員令という事です。

（３）生ぬるい日本の政策

従い日本で導入されているエコポイントによる省エネ家電、エコカー導入等の様な生ぬるい政策ではなく、グリーンエネルギーシステムの普及や、省エネビルの普及は気候戦争に勝利する為の武器の購入と考えるべきだという事です。欧米の知識人は、気候戦争は必至であり、これに打ち勝つ為には低炭素社会、循環型社会の構築が必要であると認識しています。

さて、日本はどうかという事を考えて見ると、日清戦争直後に東京大学はじめ大学の教員は給料の１０％ぐらいを国家に返納させられました。これは、来るべき日露戦争に備えて戦艦を購入する為であると学んだ記憶がありますが、我々が直面しているのは同じ状況といえます。
オバマ政権はGreen New Deal、韓国の李明博政権はGreen Growthと銘打っており、中国も５７兆円の予算を投入して1/3から1/4を環境エネルギーに投入すると言っています。また麻生政権も15兆円の予算審議をしていますが、これはどうもばらまき予算になりそうで社会のシステム変革と法律をパッケージで通すという事が伴っていないので、このままでは日本は落伍しかねません。　
（４）ガイアの復讐

さてジェームズ・ラブロックという学者は地球生態系は全体を一つの生命体とみなす事が出来ると唱え、これを「ガイア」と称して一世を風靡しました。但しこの説には批判も多く、たとえ話としては面白いが、地球が超生命体であると考えるのは間違いである言う説もあります。（余談ですが、日本ではガイアというパチンコ屋の名前等に利用され、レベルの低い話になってしまっています。）

ラブロックは人類があまりにも愚かなので「ガイアの復讐」というタイトルの本を出版しました。英国学士院院長でもあり元王立天文台台長でもあったマーチン・リース卿が2003年に「我ら最後の世紀」という本を出しました。21世紀は人類にとって最後の世紀になる
という意味ですが、ラブロック自身はこの本を読んで、当初「良い本ではあるが、単に予測をしているだけ」と評しました。後にこの解釈は間違いであり世界中から大量の証拠が入って来ており、地球の気候は地獄状態に向かってまっしぐらに進んでおり、今世紀末には人類は5億人程度に減ってしまうだろうと悲観的に予測しています。これがラブロックの終末論です。
（５）サイエンスに対する日本人と欧米人の違い　

　

もう一つ申し上げたい事はサイエンスをどう捉えるかですが、日本人と欧米人の間には決定的な違いがある様に思います。私は元々物理ですが、学生時代はアメリカ的研究スタイルを学び、卒業後はドイツのマックスプランク研究所に勤めました。そこで日本人とヨーロッパ人の決定的な違いを認識しました。それは何かと言うと、ヨーロッパ人は「世界は数式で記述される。つまり自然法則で世界は動いており、この法則に基づいて予測すると必ず実現してしまう。」という極めて科学的な考え方をします。ところが日本では科学的予測が現実化する事への信念が欠けている様に思います。
今後どのくらい地球の表面温度が上昇するのかと言う疑問に対し、IPCCは２１世紀中に４℃上がると言っています。高くて6.4℃とも言っています。2050年に産業化前と比較して３℃

上昇するというのが一般的な解釈です。ところが日本人には「そんなのは嘘だろう」という意識が強くあります。しかしサイエンスを生み出した欧米の人達は、サイエンスに基づいて予測されているならそれが本当に実現するという理解をします。この差は大きいです。日本人は将来の事は「非決定的」、欧米人は「決定的」という捉え方をします。これから人類未踏の状況にどう対応するか、どう戦略を立てるのかを考えるのと考えないのでは大きな差がついてしまい、この点を懸念しています。
先日麻生総理が訪欧した際、焦点となっている２０２０年の温室効果ガス削減について

「ターゲットの大きさだけを競うビューティコンテスト様な事はやめた方が良い」と発言していますが、ヨーロッパの人間から見ると信じられない発言だと思います。科学的に予想して中期及び長期目標を議論している訳で美人投票的な事を行なっている訳ではありませんから。
（６）温暖化地獄の始まり
私は最近2冊本を出版しました。「温暖化地獄」という本では我々の予想以上のスピードで温暖化が進行している事を強調し、第２冊目では北極海氷が溶けてしまう事を書きました。これが温暖化地獄の1丁目です。夏に北極海氷の消滅を許してしまうと猛烈な勢いで温暖化が進行する事が予測されています。3倍のスピード化と言われ、ドミノ現象でグリーンランドの大量の氷が溶け始め、2050年にはアマゾンの熱帯雨林が枯死してしまう。これが地獄の5丁目状態です。このままで行くと後10年で温暖化地獄1丁目、40年で5丁目まで行ってしまうという様な事を2冊の本でまとめました。

昨年、この問題を真剣に考える学者が出て来ました。一人はハラルト・ベルツァというドイツの社会科学者が「気候戦争は既に起きている。」と警鐘を鳴らしています。6年前に
スーダンのダルフール地方における20万人超が虐殺される事件がありましたが、これは降水量が20年で40％程度減り水争いが表面化したものです。文系の立場から、気候戦争が起きるとモラルの低下が起こりその結果社会秩序が崩壊し、水資源や土地をめぐる争いとなり、結局は18世紀以降の啓蒙思想が終焉すると警告しています。
また08年10月にはカナダの軍事アナリストであるウイニー・ダイヤーという人が気候戦争に対する本を出版し、2036年にはインド・パキスタンの水をめぐる核戦争が始まると予測しています。更に2042年には中国国内で内紛が始まるという様な事も書いてあります。この本を読んで私が驚いたのは日本では軍事的な側面からの分析がされていない事です。

麻生政権は今月中に90年比で温室効果ガスの中期削減目標を決定すると思うが、案として現在６つ出ています。ひどいのは+4％という案もあります。経団連は1990年比で+4％を主張しており、さすがに環境大臣は怒りをあらわにしています。日本の政治家は安全保障の問題という認識に欠けていると思います。また気候変化の進行により、倫理・道徳が崩壊していくという認識にも欠けています。
（７）気候変化は安全保障の問題
調べて見ると、07年以降もいろいろな報告書が出ています。米国では海軍系、陸軍系それぞれからレポートが出ていますが、「気候変化は安全保障の問題である」と言っており、07年5月にはドイツ政府関係団体からも気候変化に関する報告書が出ています。

日本はというと、防衛省が昨年後半に三菱総研に委託しレポートをまとめました。水戦争は既に始まっています。

最初の水戦争はイスラエルとアラブの6日間戦争です。後のイスラエル首相となった
シャロン氏も自伝に書いていますが、６日間戦争が本当に始まったのはイスラエルがシリアによるヨルダン川流路変更を実力で阻止する事を決めた日であり、国境戦争は大きな意義があったが流路変更は生死をかけた重大問題であったと回顧しています。

懸念されている事は、温暖化により旱魃化、猛烈なサイクロンが発生すること、そして人口の増大などです。人口が増える中で降水量が低下し、その結果農業の生産性が落ちるという事が気候戦争に繋がってしまうリスクがあるという事です。

０７年１１月に行なわれた米国陸軍のシンクタンクによる分析はシナリオ１から３まであり、２の実現性が高いと言われています。2030年に何が起きるかをIPCCの予測をベースに軍事専門家がセキュリティリスクについて分析しています。同じ事をドイツも行っており、北アフリカの住民がヨーロッパ南部国境を目指し、サヘル地帯の砂漠化が進むとこの人たちは南アフリカに向かって動くだろうと報告しています。

ソマリア海峡の海賊の事もご存知と思いますが、気候の崩壊により難民が大量に出現するとテロリストの天国と化してしまいます。破産国家が増えるということは、人類にとっての危機であるという認識が強くなっています。

（８）環境問題の解決は「グリーン革命」である
さて金融が崩壊しました。これは何とかなるとは思いますが、環境が崩壊すると取り返しのつかない事になります。結論を言うと人類は97年の京都議定書で初歩的削減に乗り出しましたが、それは殆ど役に立たず、今や低炭素革命の段階への移行が必要と言う事で、昨年2050年までに全世界で温室効果ガスの50％削減という事にほぼ合意しました。
しかしこれでも不足であると言う報告も次々に出ており、こうなると安全保障の問題としてカネに糸目をつけず取り組まねばならないと思います。我々は「チームマイナス６％」という初歩的段階から、温暖化ガスの大幅削減つまり低炭素革命を起こす段階になりつつあり、後10～15年先を見据えると安全保障の問題が出て来ていると認識する必要があります。つまりそれを実行するには経済のルールを変える必要があります。以下サマリーですが、

１）富の創出には２つの方法がある。自然を人工的に転換する工業経済と、人工物を人工物に転換する循環経済。循環経済は「脱物質経済」と言われている。古い工業経済は環境と資源の強い制約を受けるので、我々はこれを一刻も早く乗り越える必要がある。

　　一方途上国は今からインフラ作りを行なうので、ある程度の工業経済は必要。しかし長期的方向は工業経済から循環経済への転換である。　　　
２）サステナブル経済にはいくつか方向性がある。一つは成長経済を定常経済へ移行させる。毎年資源消費が増えたり、廃棄物が増えるとか鉱工業生産指数がどんどん上がって行くと言うのは如何なものか？本来ありえない事である。鉱工業生産指数を経済が好調な根拠として使う事はいずれ止めなければならない。
二つ目が国民所得に代わる適切な指標を開発する必要があり国民総福祉とかグリーンGDP等である。GDPで社会進歩を測定するというのは止めるべき。

３）サステナブル経済の3つの戦略としては、

　　①環境効率の向上。エコエフィシエンシーと言うが、環境効率を極限まで高めるあらゆる努力を払う。　
　　②環境文明を構築し、環境に優しいライフスタイルを作る。
　　③世界人口を強力に抑制する方向で努力する。

（９）温暖化問題の本質は何か？

以上3つの考えかたを述べましたが、何故こう考えるのかの理由は、我々が放出する炭酸

ガス265億トン/年のうち152億トンが吸収されずに空気中に残ってしまう。地球の気候はいろいろな理由で変化するが、この50年間の地球温暖化の原因は炭酸ガス、温室効果ガスであるとIPCCによって結論づけられています。　
その中でも炭酸ガスが極めて深刻な問題です。現在、全世界で1秒間に880トンの炭酸ガスが放出され、その内1/5は千年以上空気中に残留する事が推測されています。今この時点で我々が100％炭酸ガスの排出をやめたとしても、元の気候に戻るには数百年～千年かかる、これは世代間戦争とも言える状態です。温室効果ガスの削減を断行しなければ、我々の子孫が死の苦しみを味わう事が科学的に判明しています。
放出している量は半端ではありません。炭酸ガスで265億トン、その他を入れると2000年の時点でＣＯ2換算で490億トンです。京都議定書では先進国で年間10億トン減らしましょうと言っていますが、米国は既に離脱、カナダもギブアップ、真面目に取り組んでいるのは日本とヨーロッパぐらいです。
考えてみてください。現在490億トン放出しているのに、削減目標はわずか10億トンです。これは子孫に言わせれば、根本的に私達の頭がおかしいのではないかという事になります。人類は子孫や他の生物に対して顔向けできない事をやっていますが、ようやく2007年にＩＰＣＣの活動がノーベル賞を受賞するに及んで、愚かな事は止めようと世界の識者が唱え始めました。具体的にどのくらいの量を放出しているかと言うと、米国では一人あたり24トン、日本が10トン、中国は5トンです。中国も先進国並みに放出しており、国全体では米国を抜いてトップになっています。

問題は地球表面温度ですが、陸地・海全ての温度が１℃でも上がるだけで大変な事です。家庭の風呂でも１℃上がると熱いと感じることがあるかと思いますが、これが世界中で起こる訳ですから、科学者は産業革命以前に比して２℃程の温度が上がるととんでもないことが起こると分析しています。

産業革命時に比して現在既に0.8℃上がっている訳ですが、1.5℃上がると100万種類の生物が絶滅し、グリーンランドの氷床が溶け出すと言われています。2℃上がると世界の10億～28億人が水不足に陥り、3℃で文明の崩壊に繋がると言われています。

既に温暖化の影響が現れており、いずれも地獄の様相です。森林火災、砂漠化、珊瑚の白化、となっています。問題解決方法として、少なくとも温度上昇を2℃以下に抑えたいというのが、ヨーロッパの考えです。アル・ゴア氏と2年前に会いましたが、彼は政治の問題であると言っていました。日本の研究グループの気候シミュレーションよると、1950年代は産業革命時に比較して温度が上がっていません。1989年に米国に熱波が押し寄せ、98年にはこの130年間で最も暑かった年になりました。2016年には1.5℃上昇の壁を突破すると言われています。後7年で100万種の生物が絶滅し、2028年には2℃を突破、

2040年2.5℃、2050年に3℃を突破するというシナリオになっています。従い、若い世代は人生の全てを賭けてこの問題の解決を迫られるという事になります。
（１０）温暖化の暴走を阻止しよう

温暖化が暴走の兆しを見せています。1992年から2005年のわずか13年の間にグリーンランドは夏に溶ける氷の量が急増しています。夏場に溶ける氷の量から、冬場に降る雪の量を引き算すると正味の氷の溶ける量になります。現在、年間1,500億トンでこれは海面水位を上げています。またアマゾンの熱帯雨林の破壊も既に２０％を突破。後20年で60％が破壊されると言われています。シベリアでは大量のツンドラが溶けて仏独併せたぐらいの巨大な湖が出現しメタンガスなどが放出されています。止めは北極海氷が溶け始めているが実はこれが最大の悩みの種です。1989年から2007年の20年間で40％ぐらい９月の海氷面積が減っています。これは人類が自然の営みに介入している直接的な証拠になります。北極海氷が溶けると米国の西部は大干ばつに襲われ、地中海沿岸も大干ばつになると予想されています。またジェット気流が北側へずれ、モンスーンも変わります。その結果台風進路にも影響が出る可能性があります。
最も早くて2013年夏には北極海氷が消滅すると予測され、そうなると北極圏の温暖化は3倍のスピードに加速すると米国の研究者は分析しています。一番新しいシミュレーションでは、早くて2020年、遅くとも2040年には北極海氷が夏季には全部消滅してしまうという予測です。08年に解けるスピードが落ちて、08年9月には少し戻した様に見えるが、氷が薄いので氷の体積は減りました。いずれ北極海から氷が消えるというのは本当に悩みのタネです。というのは夏の北極圏は白夜で太陽が沈みません。２４時間海が太陽光線を吸収すると、強烈な温暖化が進みます。その結果領土の奪い合いや海底資源の奪い合いになります。
そしてある学者はTipping Pointを超えたと言い、グリーンランドの氷床融解、アマゾンの森林が枯れて砂漠化、2050年には地獄の5丁目というのが共通の見解です。

ジェームズ・ハンセンという世界の気象経済学の分野でトップサイエンティストがいるが、今世紀中に海面水位は５メートル上がるだろうと言っています。そうなると荒川と利根川がくっついてしまい、房総半島は島になり、東京の大半は海面下に沈むと言われています。従って湾岸の開発は無意味なものになってしまいます。この解決方法は３つあります。温度の上昇を、
１）3℃以下に抑えること。

２）2℃以下に抑えること。

３）0.5℃以下に抑えること。

上記（３）のシナリオは不可能に近いと言われており、2℃も殆ど無理だろうというのが世界の共通認識ですが、3℃だと地獄の5丁目になってしまいます。従い何があっても2℃で

抑えなければならない状況です。3℃ではリスクが高すぎますが、2℃にするには天文学的な努力が必要です。例えば、20年間で炭酸ガスの補集貯留装置を460基設置する、原子力発電所を235基設置する、水力発電は現在の2倍にする、バイオマスは10倍にする、風力発電を20倍にする、太陽光発電は130倍にするなどの対策を実現させる必要があります。これぐらいの努力が必要で、その為には総動員をしてやれば出来ない事はありません。
当然カネがかかる訳ですが、英国政府がスターンレポートというのを公表しており、結論を言うと「世界のGDPの１％を投入すれば解決する」というものです。逆に解決できなければGDPの20％が損失すると06年頃から言っているが、スターン最近は損失が50％になると主張している。一方GDPの1％投入では少ないという意見もある。今後40年間で480兆円投入すれば解決する、つまり年間12兆円は必要であると言う意見です。

安倍元首相は07年に全世界でCO2の50％削減を提唱しています。08年６月には福田ビジョンを発表していますがいずれの政策も地球温暖化防止基本法案を打ち出す必要があると主張しています。福田前首相は2050年までに日本は60～80％の削減をすると表明しました。いずれも巨額な資金が必要であり、経済ル－ルを変えないと実現できないものです。
一方環境イノベーションなり、エコビジネスという産業が生まれる可能性もあります。

ドイツのローランド・ベルガーは革新的環境技術ビジネスは毎年5.4％で成長していると言っています。環境ビジネスは既に180兆円規模のビジネスになっています。またニューズウイーク誌は昨年グリーンニューディールの特集を組んでおり、日本でも環境省が「社会資本の変革」「消費の変革」「投資の変革」の３つの取り組みを始めることを提唱しています。この発端は米国のグリーンニューディールで、政府ビルを省エネビルに変えるとか、500万人のグリーンジョブを生み出す等の政策を参考にしています。隣の韓国でも1兆円規模の資金を環境エネルギーに投入すると発表しており、世界各地での動きはグリーンを如何にゴールドに変革していくかの競争にあると思います。

私はもともと物理・材料・製品を学び、現在環境に取り組んでいるが、この環境に配慮した製品を如何に普及させるかについてこの10年間取り組んで来ました。本年4月9日の麻生首相演説では、次の３つの事が言われています。
１）低炭素革命で、世界をリードすること。
２）安心安全な健康長寿社会を作ること。
３）日本の魅力の発揮。

2020年にはエネルギー資源に占める再生可能エネルギーを現在の2倍の20％とし、低炭素革命で2020年に50兆円マーケットにより140万人の雇用を創出し、全国3600の公立小・中学校にローラーパネルを設置する計画です。民主党も2年間で21兆円の財政支出を行い、太陽光パネル設置、次世代自動車購入の支援、省エネ住宅リフョーム援助等の政策を訴えています。但し社会のシステム変革の面について、両党ともやや弱いという印象です。

（１１）最後に
世界の経済は、成長経済から定常経済、つまりマテリアルフローを定常にする必要があります。そのためには製品の設計・生産・循環の方式を従来とは変えねばなりません。私はエコプロダクツ展示会の実行委員長を10年ほどやっております。昨年は3日間で17.4万人の来場者がありました。初日には福田前首相も来場され、また秋篠宮殿下にも来場して頂き、いろいろなところで注目され始めています。また海外ではAPOが3月にフィリピンでも開催し、アロヨ大統領にも来場して頂きました。

私は、日本はアジアを運命共同体と考え、ダボス経済フォーラムの様なアジア経済環境フォーラムを日本主導のもとで行なうべきであると主張してきています。
最初に紹介した「グリーン革命」の中に面白い事が書いてあります。フリードマンが言う様に社会の変革、経済のルール変更をせねばなりません。社会変革には、法律の制定と総動員令を行い、のんびりしていては間に合いません。

「チームマイナス6％」という程度のことでは社会変革は出来ません。次回総選挙では科学的知見をベースに政策を決定する政治家を選ばねばならないと思います。ご清聴有難うございました。
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